
○ 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等

についての指針(平成十九年厚生労働省告示第三百二十六号) 

 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律

(平成十九年法律第七十二号)の施行に伴い、及び短時間労働者の雇用管

理の改善等に関する法律(平成五年法律第七十六号)第十四条第一項の規

定に基づき、事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関す

る措置等についての指針を次のとおり定め、平成二十年四月一日から適

用することとしたので、同条第二項において準用する同法第五条第五項

の規定に基づき告示する。 

なお、事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等のための措置

に関する指針(平成五年労働省告示第百十八号)は、平成二十年三月三十

一日限り廃止する。 

 

事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等につ

いての指針 

 

第一 趣旨 

この指針は、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律(以下「短

時間労働者法」という。)第三条第一項の事業主が講ずべき適正な労働

条件の確保、教育訓練の実施、福利厚生の充実その他の雇用管理の改善

及び通常の労働者への転換の推進(以下「雇用管理の改善等」という。)

に関する措置等に関し、その適切かつ有効な実施を図るため、短時間労

働者法第六条から第十四条までに定めるもののほかに必要な事項を定

めたものである。 

 

第二 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置

等を講ずるに当たっての基本的考え方 

事業主は、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずる

に当たって、次の事項を踏まえるべきである。 

 

一 労働基準法(昭和二十二年法律第四十九号)、最低賃金法(昭和三十

四年法律第百三十七号)、労働安全衛生法(昭和四十七年法律第五十七

号)、労働契約法(平成十九年法律第百二十八号)、雇用の分野におけ

る男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律(昭和四十七年法

律第百十三号)、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働

者の福祉に関する法律(平成三年法律第七十六号)、労働者災害補償保

険法(昭和二十二年法律第五十号)、雇用保険法(昭和四十九年法律第



百十六号)等の労働に関する法令は短時間労働者についても適用があ

ることを認識しこれを遵守しなければならないこと。 

二 短時間労働者法第六条から第十四条までの規定に従い、短時間労働

者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるとともに、多様な就業

実態を踏まえ、その職務の内容、職務の成果、意欲、能力及び経験等

に応じた待遇に係る措置を講ずるように努めるものとすること。 

三 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに際し

て、その雇用する通常の労働者その他の労働者の労働条件を合理的な

理由なく一方的に不利益に変更することは法的に許されないこと、ま

た、所定労働時間が通常の労働者と同一の有期契約労働者については、

短時間労働者法第二条に規定する短時間労働者に該当しないが、短時

間労働者法の趣旨が考慮されるべきであることに留意すること。 

 

第三 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置

等 

事業主は、第二の基本的考え方に基づき、特に、次の事項について適

切な措置を講ずるべきである。 

 

一 短時間労働者の雇用管理の改善等 

（一）労働時間 

イ 事業主は、短時間労働者の労働時間及び労働日を定め、又は変

更するに当たっては、当該短時間労働者の事情を十分考慮するよ

うに努めるものとする。 

ロ 事業主は、短時間労働者について、できるだけ所定労働時間を

超えて、又は所定労働日以外の日に労働させないように努めるも

のとする。 

（二）退職手当その他の手当 

事業主は、短時間労働者法第九条及び第十条に定めるもののほか、

短時間労働者の退職手当、通勤手当その他の職務の内容に密接に関

連して支払われるもの以外の手当についても、その就業の実態、通

常の労働者との均衡等を考慮して定めるように努めるものとする。 

（三）福利厚生 

事業主は、短時間労働者法第九条及び第十二条に定めるもののほ

か、医療、教養、文化、体育、レクリエーション等を目的とした福

利厚生施設の利用及び事業主が行うその他の福利厚生の措置につい

ても、短時間労働者の就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮

した取扱いをするように努めるものとする。 

 

二 労使の話合いの促進 



（一）事業主は、短時間労働者を雇い入れた後、当該短時間労働者から

求めがあったときは、短時間労働者法第十四条第二項に定める事項

以外の、当該短時間労働者の待遇に係る事項についても、説明する

ように努めるものとする。 

（二）事業主は、短時間労働者の就業の実態、通常の労働者との均衡等

を考慮して雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当たっては、

当該事業所における関係労使の十分な話合いの機会を提供する等短

時間労働者の意見を聴く機会を設けるための適当な方法を工夫する

ように努めるものとする。 

（三）事業主は、短時間労働者法第二十二条に定める事項以外の、短時

間労働者の就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮した待遇に

係る事項についても、短時間労働者から苦情の申出を受けたときは、

当該事業所における苦情処理の仕組みを活用する等その自主的な解

決を図るように努めるものとする。 

 

三 不利益取扱いの禁止 

（一）事業主は、短時間労働者が、短時間労働者法第七条に定める過半

数代表者であること若しくは過半数代表者になろうとしたこと又は

過半数代表者として正当な行為をしたことを理由として不利益な取

扱いをしないようにするものとする。 

（二）事業主は、短時間労働者が、短時間労働者法第十四条第二項に定

める待遇の決定に当たって考慮した事項の説明を求めたことを理由

として不利益な取扱いをしてはならない。また、短時間労働者が、

不利益な取扱いをおそれて、短時間労働者法第十四条第二項に定め

る説明を求めることができないことがないようにするものであるこ

と。 

（三）短時間労働者が、親族の葬儀等のために勤務しなかったことを理

由として解雇等が行われることは適当でないものであること。 

 

四 短時間雇用管理者の氏名の周知 

事業主は、短時間雇用管理者を選任したときは、当該短時間雇用管

理者の氏名を事業所の見やすい場所に掲示する等により、その雇用す

る短時間労働者に周知させるよう努めるものとする。 

 

 

改正文 (平成二六年七月二四日厚生労働省告示第二九三号) 抄 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律

の施行の日(平成二十七年四月一日)から適用することとしたので、同条

第二項において準用する同法第五条第五項の規定に基づき告示する。 


